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通信総合研究所の時間・周波数標準と標準電波 
 

 

 

森川 容雄（通信総合研究所） 

 

 

あらまし  通信総合研究所（ＣＲＬ）は我が国の時間・周波数の国家標準機関と

して標準電波により標準周波数及び日本標準時を社会に供給している。この標準

電波を受信し自動的に正確な日本標準時を表示する電波時計の普及が急速に進ん

でおり、ＣＲＬの社会的責任は重くなってきている。このためＣＲＬは新たに九

州にはがね山標準電波送信所を整備したので、その概要について紹介する。   

 

１． まえがき 

 時間およびその逆数である周波数は人類の歴

史が始まって以来常に人間社会にとって重要な

意味を持ってきた。実際、古代エジプト文明で

は季節をはじめとする時間の計測は当時の基幹

産業である農業と密接に関連しており、精密な

暦が発達したことは良く知られている。また、

18世紀のヨーロッパ諸国にとって植民地交易は

富の源泉であり航法の精度改善は経済や安全保

障にとって最重要課題の一つであった。このた

め当時の英国は経度法を制定するとともに国王

の身代金(king’s ransom)にも相当する莫大な賞

金を設定して正確な時計の開発を奨励している
(1)。一方、科学技術が高度に発達した現代社会

においてもその事情は変わらないどころか、ま

すます時間の重要性は高まっている。高度情報

社会において高速通信網は社会的インフラとし

て不可欠になっているが、ここでもネットワ－

クの高精度同期のために原子時計が使用されて

いる。また、現代社会を支える科学技術分野に

おいても、時間および周波数はあらゆる物理量

の中で最も精度高く決定でき、長さや電圧等の

他の物理量を決める上でも必要不可欠の存在に

なっている。さらに、ＧＰＳやＶＬＢＩのよう

な超高精度計測技術は高精度な時間・周波数標

準があってはじめて可能になった技術である。 
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２． 時間・周波数標準の概要 

 このように時間および周波数は現代社会を支

える上で重要な役割を果たしているため、社会

的に利用される場合、統一がとれている必要が

あることはいうまでもない。このため、科学技

術の発達した先進国では、国が高精度の時間・

周波数標準を定め運用しているのが普通である。

我が国でも、通信総合研究所（ＣＲＬ）が総務

省設置法および独立行政法人通信総合研究所法

に基づき標準周波数と標準時を供給している。

このサ－ビスは国内の計測機器、通信機器メ－

カの社内標準の校正や一般の市民生活のリズム

の基本となっている各放送局の時報やNTT117

の報時サ－ビスの基準として利用されている。

時間・周波数の標準業務では次の３要素が基本

となっている。 

 ①標準時、標準周波数の発生と維持 

 ②標準時、標準周波数の国際比較 

 ③標準時、標準周波数の供給 

第１の要素では、国の標準として十分の精度と

信頼性を確保しながら標準時及び標準周波数を

発生し、維持することが要求される。ＣＲＬで

は光励起型セシウム一次周波数標準器と約10台

の商用セシウム原子時計により日本標準時およ

び標準周波数を発生している。第２の要素では、

国際化が進んだ現代社会においては、各国が維

持する標準の間の整合性を確保することが不可

欠であり、国際度量衡局(ＢＩＰＭ)をはじめ各

国の標準機関が協力してＧＰＳや通信衛星を利

用して高精度に標準時を比較し、協定世界時(Ｕ
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ＴＣ)や国際原子時(ＴＡＩ)を決定している。Ｃ

ＲＬはＢＩＰＭからＧＰＳ国際精密時刻比較網

のアジア太平洋地域のノード局に指定されてい

る(2)。第３の要素では、国が維持する標準を広

く社会に利用してもらうために必要な精度をも

った供給手段を提供することが要求されるが、

ＣＲＬでは以下で詳述する長波標準電波を中心

に電話回線等を利用した様々な方法により標準

時と標準周波数を社会に供給している。 

 

３． 長波標準電波の概要 

3.1 標準電波の歴史 

 標準電波は無線局や放送局への標準周波数

供給を目的に昭和 15年１月 30 日に運用が開始

された。その後、昭和 23 年８月から標準電波に

報時信号が重畳されるようになった。この報時

信号はテレビ・ラジオの時報や NTT117 サービス

の基準として利用され日本の市民生活に深く定

着している。その意味で、標準電波は戦後の日

本の時を半世紀以上にわたって支えてきたと言

っても過言ではない。 

 標準電波は当初短波帯で運用されていたが、

短波帯は電離層の状態に強く依存し、受信状態

が不安定、周波数供給精度不足、混信等の問題

が指摘されるようになった。このため、平成５

年にＣＲＬ内に標準供給将来方針検討委員会が

設置され、利用者アンケートに基づき、短波標

準電波を中心とした体制が総合的に再検討され、

高精度で時刻符号の供給が可能な長波標準電波

の実用化等が提案された。 

 その後、具体化に向けた努力がなされ、平

成９年度から福島県でおおたかどや山標準電波

送信所の整備工事が開始され、平成 11 年６月

10 日の時の記念日から正式に長波標準電波の

運用が開始された。おおたかどや山標準電波送

信所の運用開始とともに、電波時計の利用が急

速に進み、平成 12 年末の時点で 200 万台以上

の電波時計が国内で市販されている。このよう

に長波標準電波の社会的責任も従来以上に重く

なってきており、ＣＲＬは長波標準電波を高い

信頼性で運用し、その社会的責任を十二分に果

たすため、平成 11 年度から福岡・佐賀両県の

境界にある羽金山に二局目の標準電波送信所の

整備を開始し、平成 13 年 10 月 1 日に運用を開

始した。第１図は完成したはがね山標準電波送

信所の全景写真である。 

 
3.2 二局体制の確立 

 高い信頼性で運用するためには、運用停止

時間を極力短くすること、全国どこでも受信

可能であること、常に正しい信号を送信する

こと等が必要である。第２図は平成 12 年のお

おたかどや山標準電波送信所の運用実績であ

るが、年間停波時間は 140 時間に達していた。

標準電波送信所システムの重要部分は二重、

三重の冗長性を持たせ、また自家発電装置を

備える等、高い運用信頼性を確保するように

しているとは言え、定期保守点検や自然災害

等により、これまで一定の運用停止時間は避

けられなかった。今回のはがね山標準電波送

信所の運用開始により二局体制が確立され相

互バックアップ運用が可能になり二局とも同

時に運用を停止する確率は非常に小さく、高

い信頼性を確保できるようになった。 

第３図におおたかどや山・はがね山標準電
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第２図 おおたかどや山送信所運用実績 

 
第１図 はがね山標準電波送信所全景写真 
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第３図 標準電波送信所と電界強度 

波送信所の位置とその送信電力から計算され

る電界強度を示す。図から分かるように、お

おたかどや山標準電波送信所だけで、北海道、

本州、四国では 50～60dB 以上の電界強度が得

られるが、九州や沖縄等、西日本ではどうし

ても電界強度が弱く、改善が望まれていた。

はがね山送信所の開局により、西日本地域の

電界強度が大幅に改善され、沖縄を含め全国

で 50～60dB 以上の受信電界強度が得られる

ようになった。 

標準電波の正確さを確保するために、両標

準電波送信所には標準周波数・標準時の原振

となるセシウム原子時計が設置されているが、

これは後述するようにＣＲＬ本所で維持する

日本標準時と高精度で比較されている。また、

送信される時刻コードも複数の系統で合成さ

れたものを比較し、一致していることを確認

し、信頼性を高めている。 

 

第１表 標準電波送信所諸元 

 おおたかどや山 はがね山 

運用開始 1999年6月10日 2001年10月1日 

所在地 福島県 佐賀県／福岡県 

緯 度 ・ 

経度 

N 37 度 22 分 

E140 度 51 分 

N 33 度 28 分 

E130 度 10 分 

標高 790m 900m 

ｱﾝﾃﾅ型式 支線式基部絶縁型頂部傘型 

ｱﾝﾃﾅ高 250m 200m 

ｱﾝﾃﾅ電力 50kW 50kW 

ｱﾝﾃﾅ効率 約 25%以上 約 45%以上 

周波数＆

確度 

40kHz 

±1×10-12 

60kHz 

±1×10-12 

電波型式 A1B A1B 

3.3 標準電波送信所の諸元と構成 

 第１表に標準電波送信所の諸元を示す。

両送信所の周波数は 40kHz と 60kHz と異なっ

ているが、これは同一周波数にすると干渉に

より受信強度が低下する地域が発生するのを

避けるためである。またアンテナ効率が 25%

と 45%と大きく異なっているが、これはおお

たかどや山とはがね山の土質の違い等により

接地効率が異なるためであると考えている。 

第４図は標準電波送信所システムの構成図

である。原器室のセシウム原子時計の信号は

時刻信号管理室でＣＲＬ本所（東京小金井市）

の日本標準時とＧＰＳ信号を仲介に定期的に

数 ns の精度で比較され、タイミングと周波数

が日本標準時と一致するように周波数調整装

置で調整される。周波数調整装置の出力から

作られる時刻符号及び 5MHz、1PPS 信号は、実

際に標準電波として送信される信号を発生す

る送信信号発生装置に入力された後、送信装

置に送られ、整合器を経由してアンテナから

送信される。システムは信頼性を確保するた

め、整合器以降を除き全て２系統（原子時計

は３系統）の冗長性を持たせている。また、

各標準電波送信所には自家発電装置を備えて

おり、停電時には自動的に切り替わるように

なっている。 

 

3.4 タイムコード 

 第５図に標準電波から送信されるタイムコ

ードを示すが、毎正分の時刻（年、１月１日

からの通算日、時、分）、曜日、うるう秒情報、

パリティ、停波予告情報等を１分周期で送信
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第４図 標準電波送信所システム構成図 
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している。図の例は 1999 年 6 月 10 日 14 時

26 分を示している。各秒信号は 40kHz のキャ

リアをパルス幅変調してコード化しており、

パルス幅 0.8 秒は 2進の 0、0.5秒が 2進の 1

に対応している。その他に正分の位置を示す

基準マ－カ及びポジションマーカが送出され

るが、そのパルス幅は 0.2 秒である。ポジシ

ョンマーカーＰ０は、通常（非うるう秒時）は

５９秒の立ち上がりに対応している。しかし、

正のうるう秒時（挿入）では、６０秒の立ち上

がり（このとき５９秒は２進の０とする）に対

応する。また、負のうるう秒時（削除）では、

５８秒の立ち上がりに対応する。 

標準電波は周波数標準源としても利用され

るため、パルス信号レベルは 100％と 10％に

切り替わるようにし、常に 40kHz のキャリア

が継続するようになっている。 

４． 供給精度 

 ＣＲＬでは小金井で標準電波の信号を受信

し、その受信時刻の変動を日本標準時を基準

に測定し結果をホームページに掲載している

（http://jjy.crl.go.jp/Pub/public.html）。第６図

に2001年 9月 13日～25日の受信結果を示す

が、受信時刻の変動は明瞭な日周変動が見ら

れるが、変動幅は±1.5μ秒以内に収まってい

る。特に、昼間は比較的安定しており、受信

時刻の変動は±0.3μ秒以内である。これは夜

間は長波といえども電離層反射波の影響を受

けるためである。 

 第７図は第６図のデータから計算した受信

周波数の安定度である。平均化時間１日でほ

ぼ 1×10-11 の周波数安定度が得られているが、

昼間の安定した時間帯のデータを使用するこ

とでさらに優れた周波数安定度が得られる。

図の例は2:00:00UTC（日本時間 11:00:00）の

データから得られる周波数安定度（平均化時

間１日）で、2×10-12に達している。 

 

５． 標準電波の利用分野 

 標準電波は、既に電波時計や精密周波数基

準源として利用されているが、この他にタク

シメータ用の時計、各種観測機器の時刻管理、
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第６図 標準電波受信時刻変動 

第７図 標準電波受信周波数安定度 
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道路標識の点滅同期制御等にも使用されてい

る。第８図に示すように、今後標準電波は、

家電製品内蔵時計をはじめ多様な分野で利用

されることが期待される。第２表は時計が内

蔵される可能性のある家電製品の 2000 年度

の国内出荷台数(3)～(6)であり、年間数百万台の

製品が多数有り、今後の利用拡大が期待でき

る。 

 

第２表 2000 年電気製品国内出荷台数 

（千台） 

品名 台数 品名 台数 

ｶﾗｰ TV 9,873 ｽﾁﾙｶﾒﾗ 3,580 

VTR 6,412 扇風機 1,745 

ﾋﾞﾃﾞｵ一体ｶﾒﾗ 1,451 ﾙｰﾑｴｱｺﾝ 6,367 

ﾗｼﾞｵ受信機 2,690 電気釜 5,277 

ﾗｼﾞｶｾ CD 付き 3,786 ｼﾞｬｰﾎﾟｯﾄ 4,969 

ﾍｯﾄﾞﾎﾝｽﾃﾚｵ 2,176 電子ﾚﾝｼﾞ 2,868 

CD ﾌﾟﾚｰﾔ 2,351 電気洗濯機 4,179 

MD 3,136 携帯電話 55,303 

ｽﾃﾚｵｾｯﾄ 3,033 有線電話機 13,043 

ｶｰｽﾃﾚｵ本体 3,172 PHS 端末 4,918 

ｶｰ CD ﾌﾟﾚｰﾔ 6,131 FAX 3,255 

ｶｰﾗｼﾞｵ 1,011 ﾊﾟｿｺﾝ 12,102 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙｶﾒﾗ 2,949 総計 165,779 

 

６． まとめ 

 ＣＲＬは日本の時間・周波数の国家標準機関

として、標準電波により標準周波数と日本標準

時を社会に供給しており、平成 13年 10月１日

には、はがね山標準電波送信所が新たに運用を

開始した。 

 標準電波は、急速に普及が進んでいる電波時

計をはじめ、多様な利用が期待され、ＣＲＬの

責任が重くなってきているが、今回はがね山標

準電波送信所とおおたかどや山標準電波送信所

の二局体制になり、高い信頼性で運用が可能に

なるとともに、西日本地域の受信強度も大幅に

改善され、日本全国をカバーできるようになっ

た。 

 本論文では、標準電波送信所の概要について

紹介するとともに、標準電波による日本標準時

や標準周波数の供給精度について考察した。 

 最後に、はがね山標準電波送信所の整備にあ

たり、地元自治体、関係省庁他、多数の方々か

ら頂いたご協力に深謝する。 
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